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協同総合研究所 2005 年度総会

2005年 6月 20日

協同総合研究所
理事長　中川雄一郎　殿

監事　　梶　慶一郎
　　　　　　　小林　裕子

私たちは、2004年度の協同総合研究所の財務状況および処理情況について監査を行いまし
たので、下記の通り報告いたします。

（１）監査日　　　　　　２００５年６月２０日
（２）監査基準日　　　　２００５年３月３１日
（３）監査場所　　　　　協同総合研究所事務所
（４）立会人　　　　　　菊地謙事務局長、青木未知事務局員
（５）監査方法

貸借対照表に記載されている資産･負債･出資金について、伝票帳簿との照合を行いまし
た。
収支報告書に記載された収入･費用について伝票･帳簿との照合を行いました。

（６）監査の結果と意見
会計の処理は適正に行われ、正確であることを確認しました。また、会計資料も適
切に保管されています。
未収入金の管理は、一定の規程に従って、行われています。引き続き取り組んで下
さい。
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協同総研の 2005 年度に向けて

【活動の長期的基本軸】を、協同労働法の制定定着と社会的企業の総結集に置きつつ；
さまざまなセクタの結節点となる「社会連帯組織」的な研究所
協同労働の実践を広め、協同労働を促進する研究活動
コミュニティにおける協同の力をより豊かにする研究活動
地域調査等を通じた、研究者との新たなネットワークの拡大
「平和産業」である労働者協同組合づくりを

【戦略課題】の確定／地域の自立・再生待ったなしという局面の中で；

欧州の社会的経済、社会的企業、社会的協同組合の調査・研究
欧州現地視察実施（イタリア、イギリス）
日本の労協の実地調査実施（アンケート、現地）と社会発信
日本の中にある協同労働の実践をデータとして示す。
「協同組合のグローバル・スタンダード」（UN, ILO, ICA等）を紹介し続ける。
憲法改定の動きに対して、「協同の思想」からいかに平和な社会を構築してい
くか

各地方自治体と連携した地域調査・分析。研究者ネットワークづくり
＊行政の受け皿として（足立、和光など）
＊「地域再生・就労創出」調査・政策提案

若者の自立支援
＊「仕事おこし講座」・若年者コースの体系化
＊「環境」を始めとする事業開発研究

労協教科書→学校づくりの検討
大学を含む就労創出の地域ネットワークづくり
コミュニティケアの創造に向けて
＊地域福祉事業所の実態調査
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＊地域と自治体における先進的経験の調査・研究
＊介護保険制度改定（介護予防・介護保障）の実行提案
＊コミュニティケア共済（CC共済）の拡大・定着に向けて

→労協、高齢協の連携
障がい者の自立、仕事おこし、働き方の支援
＊ 社会的協同組合として
＊ 共同連等、障害者就労支援団体との関係づくり

社会的経済セクター規模での「新しい公共」の形成についての調査・研究・討
議（労働運動・協同組合運動・市民運動）
＊「公共サービスと協同労働」研究会等

　　　＊「社会的企業研究会」（Interinstitute: 研究所間協同）
「自治体と市民の協働」：地方自治の進路／公契約のあり方についての研究・提
言
労協のベスト・プラクティスの紹介（「守本方式」など）
協同組合学会への協力

共通課題としての「（労働者）協同組合の働き方と経営問題」のテーマ
日本労協連内の若手・幹部教育（大学等と連携して）

労協のモデル定款に沿った各組織の自主定款制定への協力
「新しい公共」を担う法人改革提案（公益法人改革、NPO、制度政策）
協同労働を広く知らせる活動
■外部向けに労協を発信するメディア
＊ 雑誌『仕事の発見』の再刊

■一般向け「協同労働セミナー」（1・３・7日コースなど）
＊ 既存法人、労働組合、個人など

　　　プロジェクト型の事業計画、予算執行
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　これまでの一括型の研究助成とは別に、テーマごとの調査・研究プロジェクトを
立ち上げ、予算を執行していくことを検討する。プロジェクトの実施に当たっては、
会員の参加・協力を仰ぐとともに、専門家・研究者・実践家など、さまざまな分野
での新たなネットワークの構築をめざす。

●プロジェクト内容（案）
1 地域福祉計画調査・研究 PJ（仮）
2 若者自立就労支援調査・研究PJ（仮）
3 公共サービスと協同労働調査・研究 PJ

4 障害者自立・就労支援調査・研究PJ（仮）など

●プロジェクト実行計画（案）
〔例〕

・企画会議　（年間 4回） 8,10,12,2月
・研究会　（年間 3回） 9,11,1月
・シンポジウム　（年間 1回）3月
・調査　
・報告書作成　

プロジェクトのマネジメントも含め、多くの人のネットワークをつくる中で、成果を
生み出し、会員を拡大し、研究所を発展させる。
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収　　　　入
2003年度
実績

2004年度
実績

2005年度
予算

対03年度
比

対04年度
比

会 費 収 入 4,840,600 4,541,600 5,000,000 a 103.29% 110.09%

機 関 紙 等 出 版 367,824 872,224 800,000 b 217.50% 91.72% 所報・書籍などの販売

研究会 ・講 演会 76,780 0 100,000 c 130.24%

研 究 助 成 6,000,000 6,000,000 6,000,000 d 100.00% 100.00%

受 託 研 究 90,000 2,316,200 7,000,000 e 7777.78% 302.22%

受 託 業 務 800,000 600,000 75.00%

人 件 費 助 成 15,750,000 13,000,000 13,000,000 f 82.54% 100.00% 島村、菊地、藤井の人件費

収入合計 27,125,204 27,530,024 32,500,000 g 119.81%

支　　　　出
2003年度
実績

2004年度
実績

2005年度
予算

対03年度
比

対04年度
比

研 究 経 費 5,000,000
研 究 会 交 通 費 196,880 60,000 300,000 1 152.38% 500.00% 研究会講演料・交通費

人 件 費 16,350,000 16,366,424 17,500,000 2 107.03% 106.93%

各 種 会 議 費 477,900 311,508 400,000 3 83.70% 128.41% 各種会議交通費、会場費など

所 報 製 作 費 2,264,049 3,095,980 3,000,000 4 132.51% 96.90% 「協同の発見」制作

郵 送 費 593,267 552,649 600,000 5 101.13% 108.57% 所報の郵送費など

通 信 費 247,243 179,839 200,000 6 80.89% 111.21% 電話、PC、FAX、インターネット

印 刷 費 1,146,579 984,018 1,000,000 7 87.22% 101.62% コピー料金、印刷、リース料など

組 織 活 動 費 1,166,369 1,372,569 1,300,000 8 111.46% 94.71% 事務局の活動に関わる費用

図 書 資 料 費 152,783 662,038 465,000 9 304.35% 70.24% 新聞、図書、資料

事 務 所 家 賃 2,888,090 2,040,000 2,040,000 10 70.63% 100.00%

水 光 熱 費 330,000 150,257 250,000 11 75.76% 166.38%

備 品 費 137,782 97,230 100,000 12 72.58% 102.85% PC、PCソフトなど

事 務 用 品 93,198 239,409 200,000 13 214.60% 83.54%

手 数 料 42,825 47,105 45,000 14 105.08% 95.53% 郵便振替手数料

予 備 費 176,345 99,599 100,000 15 56.71% 100.40% 諸会費・消耗品・雑費

協 同 集 会 0 1,056,000 0 16 0.00%

引 越 費 用 1,087,092 0 17
支出合計 27,350,402 27,314,625 32,500,000 118.83%

経 常 損 益 -225,198 215,399 0 ① 0.00% 0.00%

受取利息・雑収入 204,976 31,645 3,000 ② 1.46% 9.48%

前期損益修正益 30,000 0 0 ③ 0.00% 過年度未収入会費

当 期 経 常 損 益 9,778 247,044 3,000 ④ 30.68% 1.21%

前 期 繰 越 損 益 4,950,843 4,960,599 5,207,643 ⑤ 105.19% 104.98%

当期末処分利益 4,960,599 5,207,643 5,210,643 105.04%

協 同 総 合 研 究 所　2005年度  収支予算　　　　　　　（単位：円）


